
資料９ 

依存症治療拠点機関の再選定について 

 

１ 経緯 

神奈川県依存症治療拠点機関選定要領（以下、「要領」という。）に基づき、平成

31 年４月１日付で「神奈川県立精神医療センター」及び「北里大学病院」を依存症

治療拠点機関として選定した。令和５年３月 31 日をもって、４年の選定期間が終

了することから、依存症治療拠点機関の再選定が必要となった。 

このたび、「神奈川県立精神医療センター」及び「北里大学病院」から依存症治療

拠点機関選定申請書の提出があり、内容を審査した結果、選定要件を満たしている

ことから、両機関を依存症治療拠点機関として再選定をするため報告する。 

 

２ 県の依存症対策 

県では、国の依存症対策総合支援事業実施要綱に基づき、アルコール・薬物・

ギャンブル等の依存症の対策を総合的に進めている。 

 

（１）依存症治療拠点機関の主な役割 

依存症専門医療機関の活動実績のとりまとめや依存症に関する取組みの情報発

信、医療機関等を対象とした依存症の研修の実施など。 

 

（２）依存症専門医療機関一覧（◎は依存症治療拠点機関） 

 医療機関名 種別 所在地 

◎地方独立行政法人神奈川県立病院機構 

神奈川県立精神医療センター 
アルコール、薬物、ギャンブル 横浜 

◎学校法人北里研究所 北里大学病院 アルコール、薬物、ギャンブル 相模原 

独立行政法人国立病院機構 久里浜医療

センター 
アルコール、ギャンブル 横須賀・三浦 

医療法人社団祐和会 大石クリニック アルコール、薬物、ギャンブル 横浜 

医療法人誠心会 神奈川病院 アルコール 横浜 

医療法人財団青山会 みくるべ病院 アルコール、薬物 湘南西部 

  



３ 依存症治療拠点機関として再選定する医療機関 

（１）地方独立行政法人神奈川県立病院機構 神奈川県立精神医療センター 

   所在地：横浜市港南区芹が谷２-５-１ 

   対象の依存症：アルコール健康障害／薬物依存症、ギャンブル等依存症 

 

（２）学校法人北里研究所 北里大学病院 

   所在地：相模原市南区麻溝台２-１-１ 

   対象の依存症：アルコール健康障害／薬物依存症、ギャンブル等依存症 

 

４ 選定する期間（４年間） 

  令和５（2023）年４月１日から令和８（2026）年３月 31 日 

 

５ 選定要件の充足状況 

  いずれの医療機関も要領第４条に規定する選定要件を充足している。 

 

 

【参考：治療拠点機関の役割、選定要件（要領第３条～第４条抜粋）】 

（治療拠点機関の役割） 

第３条 治療拠点機関は、次に掲げる役割を担うものとする。 

（１）県内の専門医療機関の拠点として、活動実績等の取りまとめを行うこと。 

（２）県民や医療機関、関係機関等の依存症に関する理解を促進すること。 

（３）依存症に対応できる専門職を養成すること。 

（４）依存症に関する多職種連携や多施設連携を推進すること。 

（５）「薬物依存のある刑務所出所者等の支援に関する地域連携ガイドライン」（平成 27 年 11 

月 19 日付け法務省保観第 119 号 障発第 1119 第１号法務省保護局長・矯正局長 厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別添）「第２ 総論」の３の(6)に記載されている、

支援対象者の専門的な治療等を行うこと及び「第３ 各論」の１の(2)のキに記載されてい

る、緊急時の対応に関すること。 

（選定要件） 

第４条 治療拠点機関の選定要件は、「依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関の整備につ

いて」（平成 29 年６月 13 日付け障発 0613 第４号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

通知）別紙の「依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関選定基準」（以下、「国選定基準」）

に基づき、別に定める「神奈川県依存症専門医療機関選定要領」による専門医療機関の選定

要件を満たしていることに加え、次の(１)～(４)に掲げる運営が可能な保険医療機関とする。 

（１）県内の専門医療機関の連携拠点機関として活動実績を取りまとめ、依存症対策全国拠点

機関に報告すること。活動実績のとりまとめに当たっては、県と連携を図ること。 

（２）県内において、県民や医療機関、関係機関等に対し依存症に関する取組の情報発信を行

うこと。 

（３）県内において、医療機関を対象とした依存症に関する研修を実施すること。 

(４)アルコール健康障害、薬物依存症及びギャンブル等依存症の全てについて、各々の当該研

修を修了した医師が１名以上配置され、及び各々の当該研修を修了した看護師、作業療法士、

精神保健福祉士又は臨床心理技術者のいずれかが少なくとも１名以上配置されていること

を目指す。また、これら多職種による連携の下で治療に当たる体制が整備されていることが

望ましい。 


